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中期的収支を見通した 2024（令和６）年度保険料率の方向性（案） 

１．疾病保険料率について 

○  2024 年度の収支見込みをもとに中期的な見通しについて試算を２パターンに分けて行った。 

〔前提〕 

①  2024 年度の保険料率を 2029 年度まで継続。 

②  2022 年度より被保険者負担軽減分の控除率を 0.1％ずつ引き下げるため、被保険者の保険料率は 0.1％ずつ上昇。 
 

 
 

③  2024 年度以降の診療報酬改定は見込んでいない。 

④  事務費については、2023 年度の予算額を基に計上している。ただし、災害保健福祉保険部門のうち、特別支給金については、保険給付費等と 

同様に、実績を踏まえ見直して計上している。 

【推計方法】 

被保険者数 

・ 汽船と漁船ごとに、１年齢毎の被保険者数に、2022 年度までの平均伸び率を乗じることにより算出。 

・ 15 歳から 24 歳までの若年層は、2024 年度以降について「日本の将来推計人口」（2023 年 4 月 国立社会

保障・人口問題研究所）の出生中位（死亡中位）の人口増減率を乗じて算出した。 

平均標準報酬月額 

・ パターン①（汽船・漁船）平均標準報酬月額の賃金上昇率に 2022 年度までの平均伸び率を用いて推計。 

・ パターン②（汽船）平均標準報酬月額の賃金上昇率をゼロとして推計。 

    （漁船）直近５年で一番のマイナスの伸びとなった 2020 年度の伸び率を用いて推計。 

医療給付費 
・ ５年齢毎の加入者１人当たり医療給付費に、2022 年度までの加入者１人当たり医療給付費の平均伸び率

を乗じたうえで、各年度の加入者数を乗じることにより算出。 

後期高齢者支援金等 

拠出金 

・ 船員保険の総報酬額や前期高齢者の医療費等は、前述の推計方法を基に推計。被用者保険全体の総報酬額   

や後期高齢者の医療費等は、「日本の将来推計人口」（2023 年 4 月 国立社会保障・人口問題研究所）の出

生中位（死亡中位）を基に推計。 

 

 

年度 2022(令和4) 2023(5) 2024(6) 2025(7) 2026(8) 2027(9) 2028(10) 2029(11)
被保険者が負担する保険料率 4.65% 4.75% 4.85% 4.95% 5.05%※ 5.05% 5.05% 5.05%

（控除率） （0.40％） （0.30％） （0.20％） （0.10％） （0.0%)※ （0.0％） （0.0％） （0.0％）
※2026年度の控除率については被保険者負担軽減分の準備金残高に応じて2025年度中の船員保険協議会にて決定する予定。

　今回の中期推計においては暫定的に被保険者負担軽減の控除はなし（控除率0.0％）で推計を行っている。
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ケース 1 パターン① 

 

（単位：百万円）

2025年度

(令和7年度)

2026

(8)

2027

(9)

2028

(10)

2029

(11)

保 険 料 収 入 33,880 34,230 34,324 34,431 34,523

国 庫 補 助 等 2,940 2,940 2,940 2,940 2,940

雑 収 入 等 81 81 82 82 82

準 備 金 戻 入 339 0 0 0 0

計 37,240 37,251 37,346 37,453 37,546

保 険 給 付 費 22,177 22,146 22,151 22,193 22,226

前 期 高 齢 者 納 付 金 1,901 1,890 2,019 2,143 2,294

後 期 高 齢 者 支 援 金 8,047 8,166 8,348 8,424 8,529

退 職 者 給 付 拠 出 金 0 0 0 0 0

そ の 他 831 830 829 828 827

計 32,957 33,032 33,347 33,588 33,876

4,284 4,219 3,999 3,865 3,670

57,876 62,095 66,094 69,958 73,628

被保険者 保険 料負 担軽 減分 437 437 437 437 437

（注）端数処理のため、計数が整合しない場合がある。

54,800人 54,300人 54,000人 53,700人 53,300人

▲ 0.8% ▲ 0.9% ▲ 0.6% ▲ 0.6% ▲ 0.7%

106,600人 105,200人 104,000人 102,900人 101,900人

▲ 1.5% ▲ 1.4% ▲ 1.1% ▲ 1.0% ▲ 1.0%

456,000円 460,000円 464,000円 468,000円 473,000円

0.9% 0.9% 0.9% 0.9% 0.9%

475,000円 480,000円 486,000円 491,000円 496,000円

1.1% 1.1% 1.1% 1.1% 1.1%

412,000円 411,000円 411,000円 410,000円 409,000円

▲ 0.2% ▲ 0.2% ▲ 0.2% ▲ 0.2% ▲ 0.2%

172,000円 174,000円 176,000円 178,000円 180,000円

1.4% 1.2% 1.1% 1.1% 1.1%

（対前年伸び率）

被 保 険 者 数

船員保険の中期的収支見通し（疾病保険分）

加 入 者 数
（対前年伸び率）

平 均 標 準 報 酬 月 額

汽船

加 入 者 1 人 当 り 医 療 給 付 費
（対前年伸び率）

（対前年伸び率）

区 分

収

入

支

出

単 年 度 収 支 差

準 備 金 残 高

（対前年伸び率）

漁船
（対前年伸び率）

【基礎係数】
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ケース 1 パターン② 

 
 

 

 

（単位：百万円）

2025年度

(令和7年度)

2026

(8)

2027

(9)

2028

(10)

2029

(11)

保 険 料 収 入 33,431 33,332 32,990 32,666 32,336

国 庫 補 助 等 2,940 2,940 2,940 2,940 2,940

雑 収 入 等 80 80 79 79 78

準 備 金 戻 入 334 0 0 0 0

計 36,785 36,352 36,009 35,685 35,354

保 険 給 付 費 22,135 22,063 22,027 22,029 22,022

前 期 高 齢 者 納 付 金 1,901 1,890 2,019 2,143 2,294

後 期 高 齢 者 支 援 金 7,946 7,962 8,039 8,014 8,016

退 職 者 給 付 拠 出 金 0 0 0 0 0

そ の 他 831 830 829 828 827

計 32,813 32,745 32,914 33,014 33,159

3,973 3,607 3,095 2,671 2,195

57,569 61,176 64,270 66,941 69,136

被保険者 保険 料負 担軽 減分 442 442 442 442 442

（注）端数処理のため、計数が整合しない場合がある。

450,000円 448,000円 446,000円 444,000円 442,000円

▲ 0.5% ▲ 0.5% ▲ 0.4% ▲ 0.4% ▲ 0.4%

470,000円 470,000円 470,000円 470,000円 470,000円

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

402,000円 392,000円 382,000円 372,000円 362,000円

▲ 2.6% ▲ 2.6% ▲ 2.6% ▲ 2.6% ▲ 2.6%

汽船

区 分

収

入

支

出

単 年 度 収 支 差

準 備 金 残 高

（対前年伸び率）

漁船
（対前年伸び率）

【基礎係数】

（対前年伸び率）

船員保険の中期的収支見通し（疾病保険分）

平 均 標 準 報 酬 月 額
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（参考）ケース 2 

 

パターン① 

 
 

パターン② 
（単位：百万円）

2025年度

(令和7年度)

2026

(8)

2027

(9)

2028

(10)

2029

(11)

保 険 料 収 入 33,340 33,685 33,779 33,885 33,976

国 庫 補 助 等 2,940 2,940 2,940 2,940 2,940

雑 収 入 等 81 81 82 82 82

準 備 金 戻 入 333 0 0 0 0

計 36,695 36,707 36,801 36,907 36,999

保 険 給 付 費 22,177 22,146 22,151 22,193 22,226

前 期 高 齢 者 納 付 金 1,901 1,890 2,019 2,143 2,294

後 期 高 齢 者 支 援 金 8,048 8,166 8,349 8,425 8,530

退 職 者 給 付 拠 出 金 0 0 0 0 0

そ の 他 831 830 829 828 827

計 32,957 33,033 33,348 33,590 33,877

3,738 3,673 3,453 3,317 3,121

56,801 60,474 63,927 67,244 70,365

被保険者 保険 料負 担軽 減分 453 453 453 453 453

（注）端数処理のため、計数が整合しない場合がある。

449,000円 453,000円 457,000円 461,000円 465,000円

0.9% 0.9% 0.9% 0.9% 0.9%

468,000円 473,000円 478,000円 484,000円 489,000円

1.1% 1.1% 1.1% 1.1% 1.1%

403,000円 402,000円 401,000円 401,000円 400,000円

▲ 0.2% ▲ 0.2% ▲ 0.2% ▲ 0.2% ▲ 0.2%

汽船

区 分

収

入

支

出

単 年 度 収 支 差

準 備 金 残 高

（対前年伸び率）

漁船
（対前年伸び率）

【基礎係数】

（対前年伸び率）

平 均 標 準 報 酬 月 額

（単位：百万円）

2025年度

(令和7年度)

2026

(8)

2027

(9)

2028

(10)

2029

(11)

保 険 料 収 入 32,899 32,803 32,468 32,150 31,826

国 庫 補 助 等 2,940 2,940 2,940 2,940 2,940

雑 収 入 等 81 80 79 79 78

準 備 金 戻 入 329 0 0 0 0

計 36,248 35,823 35,487 35,169 34,845

保 険 給 付 費 22,135 22,063 22,028 22,030 22,023

前 期 高 齢 者 納 付 金 1,901 1,890 2,019 2,143 2,294

後 期 高 齢 者 支 援 金 7,946 7,962 8,040 8,015 8,018

退 職 者 給 付 拠 出 金 0 0 0 0 0

そ の 他 831 830 829 828 827

計 32,813 32,746 32,916 33,016 33,162

3,435 3,077 2,571 2,153 1,683

56,502 59,578 62,149 64,302 65,985

被保険者 保険 料負 担軽 減分 458 458 458 458 458

（注）端数処理のため、計数が整合しない場合がある。

443,000円 441,000円 439,000円 437,000円 435,000円

▲ 0.5% ▲ 0.4% ▲ 0.4% ▲ 0.4% ▲ 0.4%

463,000円 463,000円 463,000円 463,000円 463,000円

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

393,000円 383,000円 373,000円 363,000円 354,000円

▲ 2.6% ▲ 2.6% ▲ 2.6% ▲ 2.6% ▲ 2.6%

（対前年伸び率）

平 均 標 準 報 酬 月 額

汽船

区 分

収

入

支

出

単 年 度 収 支 差

準 備 金 残 高

（対前年伸び率）

漁船
（対前年伸び率）

【基礎係数】



 

- 5 - 

 

 

○  いずれの試算においても、保険料収入の伸びの鈍化と高齢者医療にかかる拠出金の増加により、単年度の黒字額は

中長期的には年々縮小する見通しとなる。 

○  さらには医療技術の進歩、高額な新薬の保険適用等による医療費の増加によっても支出が増加する可能性がある。 

○  中長期的な観点から、より慎重な財政運営を行うこととし、2024 年度の保険料率は 10.10％（据え置き）に設定す

ることとしたい。 

3,670 

4,654 

2,195 

3,121 

4,108 

1,683 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2024（令和6）年度 2025（7）年度 2026（8）年度 2027（9）年度 2028（10）年度 2029（11）年度

単年度収支差の推移（疾病保険分）

ケース1① ケース1② ケース2① ケース2②

（百万円） 
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２．災害保健福祉保険料率について 

   現時点では、現行の保険料率を据え置いた場合、2023 年度以降、単年度収支は赤字が見込まれているが、一定の準

備金を保有していることから、2024 年度の保険料率は、現行と同率の 1.05％としたい。 

 

 
※平均標準報酬月額の推計についてはケース 1パターン①を使用 

（単位：百万円）

2025年度

(令和7年度)

2026

(8)

2027

(9)

2028

(10)

2029

(11)

保 険 料 収 入 3,563 3,571 3,588 3,605 3,621

国 庫 補 助 等 8 8 8 8 8

福祉医療機構国庫納付金等 39 30 23 18 14

雑 収 入 等 7 7 7 7 7

計 3,617 3,616 3,626 3,638 3,650

保 険 給 付 費 1,462 1,409 1,360 1,316 1,275

そ の 他 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248

計 4,710 4,657 4,608 4,564 4,523

▲ 1,093 ▲ 1,041 ▲ 982 ▲ 925 ▲ 873

16,235 15,194 14,213 13,287 12,414

（注１）端数処理のため、計数が整合しない場合がある。

（注2）船員保険システム刷新の費用が別途中長期的に発生する見込みである。

56,900人 56,600人 56,400人 56,300人 56,200人

▲ 0.6% ▲ 0.5% ▲ 0.3% ▲ 0.2% ▲ 0.2%

452,000円 456,000円 460,000円 464,000円 467,000円

0.8% 0.8% 0.8% 0.8% 0.8%（対前年伸び率）

（基礎係数）
被 保 険 者 数

（対前年伸び率）

平 均 標 準 報 酬 月 額

準 備 金 残 高

船員保険の中期的収支見通し（災害保健福祉保険分）

区 分

収

入

支

出

単 年 度 収 支 差
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（参考）船員保険料率のこれまでの状況について 

   船員保険事業が全国健康保険協会に移管されて以降、疾病保険料率については、2012 年度、2013 年度に引き上げを行ってきたが、被保

険者負担分については、2007 年の法改正時の特例措置として、「被保険者の負担を軽減するため必要があるときは、準備金から繰入れを行

うことにより、期間を定めて保険料率から 0.5％までの範囲内で協会が定める率を控除して保険料率とすることができる」（以下「被保険者

保険料負担軽減措置」という。）こととされたことから、被保険者負担分の引き上げ率と同率を加えた控除率にすることにより、被保険者負

担率は据え置かれてきた。 

   船舶所有者負担分についても同様に、疾病保険料率の引き上げ時には、災害保健福祉保険料率を同率引き下げることで、船員保険料率全

体での負担率は据え置かれてきた。 

   2019 年 3月の協議会において、被保険者保険料負担軽減措置については、2022 年度から 0.1％ずつ控除率を引下げていく旨の合意がされ

ている。 

 

○船員保険一般保険料率の推移 

 2009～2011 年度 2012 年度 2013～2021 年度 2022 年度 2023 年度 

疾病保険料率 9.40％ 9.80％ 10.10％ 10.10％ 10.10％ 

 被保険者負担分  4.70％  4.90％  5.05％  5.05％  5.05％ 

  被保険者負担率   4.55％   4.55％   4.55％   4.65％   4.75％ 

 控除率   0.15％   0.35％   0.50％   0.40％   0.30％ 

 船舶所有者負担分  4.70％  4.90％  5.05％  5.05％  5.05％ 

災害保健福祉保険料率 1.40％ 1.20％ 1.05％ 1.05％ 1.05％ 

 船舶所有者負担分  1.40％  1.20％  1.05％  1.05％  1.05％ 

保険料率合計 10.80％ 11.00％ 11.15％ 11.15％ 11.15％ 

 被保険者負担分  4.70％  4.90％  5.05％  5.05％  5.05 

  被保険者負担率   4.55％   4.55％   4.55％   4.65％   4.75％ 

  控除率   0.15％   0.35％   0.50％ 0.40％   0.30％ 

 船舶所有者負担分   6.10％   6.10％   6.10％  6.10％  6.10％ 

 


